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証券コード 2911 
平成30年６月７日 

株 主 各 位 
長野県飯田市駄科1008番地

 

代表取締役社長 木 下 博 隆

 

第68回定時株主総会招集ご通知 
 

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。 

 さて、当社第68回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席下さい

ますようご案内申し上げます。 

 なお、当日ご出席おさしつかえの場合は、書面により議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討下さいまして、同封の議決

権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成30年６月27日（水曜日）午

後５時45分までに到着するように折り返しご送付下さいますようお願い申し上げます。 

敬 具 

記 

1. 日  時  平成30年６月28日（木曜日）午前10時  

2. 場  所  長野県飯田市駄科1008番地 当社本店 旭ホール 

3. 目的事項  

 報告事項  1.第68期(平成29年４月１日から平成30年３月31日まで)事業報告、連結計

算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件 

   2.第68期(平成29年４月１日から平成30年３月31日まで)計算書類報告の件 

 決議事項   

 第１号議案 

第２号議案 

第３号議案 

 

 

剰余金処分の件 

株式併合の件 

定款一部変更の件 

以 上 

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
 
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出下さいますよう
お願い申し上げます。なお、当日は軽装（クールビズ）にて実施させていただきます
ので、株主様におかれましても軽装でご出席下さいますようお願い申し上げます。 

◎株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネ
ット上の当社ウェブサイト（http://www.asahimatsu.co.jp/）に掲載させていただきます。 
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添付書類 

事 業 報 告 
 

(平成29年４月１日から 
平成30年３月31日まで ) 

 

１．企業集団の現況に関する事項 

(1)事業の経過及びその成果 

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益や雇用・所得環境の改善を背景に緩や

かな回復基調が続いているものの、欧米・東アジアの経済情勢や政治情勢の不確実性の

高まりから先行き不透明な状況が続いております。 

食品業界におきましては、少子高齢化が進み量的な拡大が見込めないなか、輸入原材料

等に多くを依存していることによる為替変動リスクに晒されているほか、動力費や物流

コストの上昇、さらにはフードディフェンスを含めたさらなる品質や安全性に対する要

求に応えるための取り組みによりコストが増大しております。 

このような状況のなか、当社グループの当連結会計年度の売上高は82億８千８百万円

（前年同期比4.3％減）となりました。当社グループでは、製品価値を訴求した販売活動

を重点的に行い、また、効率的な販売活動を行えるよう、事業間の縦割り組織を廃止統

合し営業の連携・お客様対応力を強化いたしました。さらに、主要お取引先のコンビニ

エンスストア向けの専門部署を設置し、一層ニーズにきめ細かく対応できる営業体制と

いたしました。 

利益面では、売上原価の上昇を抑えるため、工場の集約など生産体制の改善や、歩留ま

りを向上させる工程制御の確立、生産過程で出る副産物である「おから」の高付加価値

利用など、中長期に渡る、収益力の向上に努めてまいりました。さらには、コストをか

けて処理を行っていた工場の排水処理時の余剰微生物を肥料化する施設「旭松バイオセ

ンター」を竣工し、循環型農業への寄与と地域活性化を推進してまいりました。しかし、

売上減少の影響に加え、これら新規設備投資に伴う一時費用増加などにより、営業利益

は１億５千４百万円（前年同期比30.0％減）、経常利益は１億８千７百万円（同26.6％

減）となりました。また、従業員の福利厚生の拡充と将来の経営リスクの低減のため、

当社の退職金制度を平成30年１月１日に確定給付企業年金制度から確定拠出年金制度へ

全面移行いたしました。この結果、当連結会計年度において特別損失として８千６百万

円を計上したことにより、親会社株主に帰属する当期純利益は８千３百万円（同63.0％

減）となりました。 
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部門別概況は、次のとおりであります。 

 

【凍豆腐部門】 

凍豆腐では、市場の拡大を図るため当社グループの食品研究所にて、健康機能性につ

いて継続して研究を進め、製品価値の訴求に努めてまいりました。特に当社グループ独

自の減塩製法により、昨年度、農林水産大臣賞を受賞し、平成29年11月13日には厚生労

働省のスマート・ライフ・プロジェクト「第６回健康寿命を延ばそう！アワード」にて

健康局長優良賞を受賞いたしました。これらに併せ、凍豆腐の健康機能性の認知度を高

めるべく、重点エリアでのテレビコマーシャルの放映や、各地で開催されるイベントへ

の参加、料理講習会の継続実施などの活動を行ってまいりました。しかしながら市場全

体の需要が微減傾向にあるなか、製品価値への認知度がいまだ十分に浸透していないう

え価格競争等の影響もあり、売上高は38億７千９百万円（同4.6％減）となりました。 

【加工食品(即席みそ汁等)部門】 

加工食品では、単品収益管理の徹底を図るとともに不採算アイテムの改廃を進め、一

部価格体系の変更を行うなど、収益力の改善に努めてまいりました。また、消費者の皆

さまに美味しく安心してお召し上がりいただけるよう当社グループ独自の特許製法によ

るアルコール無添加、化学調味料無添加の即席みそ汁シリーズ、減塩タイプの即席みそ

汁、野菜の摂取にこだわった「生みそずい１/３日分の野菜が摂れるおみそ汁３食」、

玉ねぎ(オニオン)の甘味と唐辛子の辛味を融合させた今までにない味覚の「生みそずい

オニからのおみそ汁３食」、粘りのある納豆の特性を生かし健康的な具材にこだわった

「袋入生みそずい納豆汁プラスモロヘイヤ３食」などの商品をラインアップし価値訴求

に努めてまいりました。さらに、大手菓子メーカーとのコラボレーション商品の開発・

発売など事業の活性化にも尽力しております。しかし、市場の競争は一段と激化し、嗜

好性の多様化も急速に進んでおり、売上高は24億２百万円（同11.0％減）に留まりまし

た。 

【その他部門】 

その他食料品では、売上高が19億９千万円（同6.9％増）で順調な伸びとなりました。

とりわけ、嚥下機能が低下したお客様向けの食品を中心とした医療用食材は引き続き好

調に推移しております。営業活動面では、病院や介護施設・給食会社などユーザーへの

訪問頻度を強化し、商品の特徴・利便性などの詳細な説明を積極的かつ継続的に行って

おります。その結果、本分野は高齢化が急速に進展するなか、年々認知度も向上してい

るうえ当社売上高への貢献度も徐々に高まってきており、第３の柱として成長が期待さ

れます。 
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(2)資金調達等についての状況 

①資金調達 

当連結会計年度の資金調達につきましては、増資または社債発行など非経常的な

ものはありません。 

 

②設備投資 

当連結会計年度における設備投資(無形固定資産を含む)の総額は、６億４千８百

万円となりました。投資の主な内容は、凍豆腐製造設備の維持更新および品質向上

のための投資であります。 

 

(3)財産及び損益の状況 
 

区   分 
第 65 期 

(平成27年３月期) 
第 66 期 

(平成28年３月期) 
第 67 期 

(平成29年３月期) 

第 68 期 
(平成30年３月期) 
(当連結会計年度) 

売 上 高 9,365,648千円 9,499,509千円 8,661,221千円 8,288,699千円 

親会社株主に帰属 
す る 当 期 純 利 益 
又は当期純損失(△) 

△212,224千円 162,774千円 224,718千円 83,218千円 

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△) 

△23円18銭 17円79銭 24円56銭 9円10銭 

総 資 産 9,197,400千円 9,255,638千円 9,261,495千円 9,938,371千円 

純 資 産 6,392,662千円 6,258,174千円 6,479,847千円 6,801,827千円 

 
(注) 1.１株当たり当期純利益又は当期純損失(△)は、期中平均発行済株式総数(自己株控除後)により算出しております。 

2.第65期は、凍豆腐、加工食品を中心に引き続き収益構造の改善に努めましたが、価格転嫁による一時的な売上減
少や、円安などにより売上原価も増加いたしました。このほか特別利益で退職給付信託設定益を計上、特別損失
では退職給付費用を計上しました。これらにより売上減少の影響が大きく親会社株主に帰属する当期純損失の計
上となりました。 

3.第66期は、凍豆腐の製法を全面的に切り替え減塩タイプの拡販に努める中、継続的にメディアに取り上げられ大
きく伸長、生産体制や商品の見直し等により売上原価の改善などを図り、３期ぶりに黒字に転換し親会社株主に
帰属する当期純利益の計上となりました。 

4.第67期は、凍豆腐の健康機能性に関する研究を継続し「糖尿病予防効果」について論文発表を行うなど需要喚起
に努めましたが、大きく伸張した前期の反動もあり、売上高は減少いたしました。しかしながら生産体制の変更
や製品のリニューアル等による売上原価の改善並びに繰延税金資産の増加もあり、親会社株主に帰属する当期純
利益は前期を上回る計上となりました。 

5.第68期（当連結会計年度）の状況につきましては、前述の「(1)事業の経過及びその成果」に記載のとおりであ
ります。 
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(4)対処すべき課題 
今後の見通しにつきましては、動力費や物流コストの上昇、為替変動や原材料価格

の変動などに伴う業績への影響、品質向上のためのコストアップなど依然として厳し

い収益環境が続くものと考えられます。 

当社グループといたしましては、各事業での市場活性化を目指し、常に新商品の開

発・発売を行ってまいります。主力事業の凍豆腐におきましては、適正価格の維持を

図るとともに市場全体の維持拡大に向け研究活動の継続と論文による成果発表を行う

など、業界団体などとも連携し積極的に広報活動を行ってまいります。また、加工食

品事業につきましては、単なる低価格販売競争を抑制し価値訴求型の新商品の開発・

発売により収益力の向上を図ってまいります。なお、売上原価の改善につきましては、

効率的な生産体制への変更及び設備投資や原材料調達方法の見直しなどを継続的に推

進してまいります。さらに、全体の売上拡大を図るため医療用食材が引き続き成長し

ていることを受け第３の柱としての育成に注力するとともに、当社グループの強みを

生かした高齢者マーケットなどをターゲットとした冷凍総菜など、新規事業の展開を

強化してまいります。 

一方、環境面では、生産過程で発生する工場排水処理に伴う余剰微生物の有効活用

として、当社の技術を生かした肥料化の事業を開始いたしました。これは、余剰微生

物処理の削減による環境への配慮だけでなく、余剰微生物の処理費用削減などコスト

面でも有効なものとなっており、今後、資源の有効活用に向け広く展開してまいりま

す。 

次期の通期業績につきましては、安定的な業績に併せて新たな事業の芽を成長させ

ることを念頭に進め、売上高は85億円、営業利益は１億６千万円、経常利益は２億円、

親会社株主に帰属する利益は１億４千万円を見込んでおります。 
 
(5)主要な事業内容 

当社グループは、大豆加工製品の製造及び販売などを事業とし、その主要製品は、

次のとおりであります。 
 

部     門 主    要    製    品 

凍 豆 腐 家庭用凍豆腐、業務用凍豆腐 

加 工 食 品 即席みそ汁、スープ類 
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(6)主要な営業所及び工場 
①当社 
本 店 長野県飯田市駄科1008番地 
本 社 大阪市淀川区田川三丁目７番３号 
支 店 東日本支店（東京都中央区)・西日本支店（大阪市淀川区） 
営 業 所 仙台営業所（宮城県)・名古屋営業所（愛知県) 

岡山営業所（岡山県)・福岡営業所（福岡県) 
工 場 天竜工場・飯田工場・高森工場・伊那工場（以上 長野県) 
研究施設 食品研究所（長野県） 

 
②子会社等 
旭松フレッシュシステム株式会社 
本 社 長野県飯田市駄科1008番地 
営 業 所 飯田営業所（長野県) 
物流センター 高森低温物流センター（長野県) 

 
     青島旭松康大食品有限公司 

本 社 中国山東省青島市 
 

青島旭松康大進出口有限公司 
本 社 中国山東省青島市 

 

(7)従業員の状況 

     ①企業集団の従業員の状況 

従業員数（前期末比増減) 

321名 （14名減) 

(注)このほかにパートタイマーの期中平均雇用人員が279名であります。 

 

②当社の従業員の状況 

従業員数（前期末比増減) 平均年齢 平均勤続年数 

229名 （５名減) 42.4歳 18.2年 

(注)このほかに出向者１名、パートタイマーの期中平均雇用人員が221名であります。 
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(8)重要な親会社及び子会社の状況 
     ①重要な子会社の状況 

名     称 資 本 金 出 資 比 率 主要な事業内容 

旭松フレッシュシステム株式会社 50,000千円 100.00％ 物流業務 

青島旭松康大食品有限公司 26,485千人民元 90.00％ 
即席みそ汁用具材料、 
介護食(納豆)等の製造 

青島旭松康大進出口有限公司 200千人民元 
90.00％ 

(90.00％)
中国国内での製品販売
と貿易業務 

 
(注)出資比率の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 

 
     ②事業年度末日における特定完全子会社の状況 

 該当事項はありません。 
 

(9)主要な借入先及び借入額 

借  入  先 借入残高 

株 式 会 社 八 十 二 銀 行 677,760千円 

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 305,890千円 

株 式 会 社 但 馬 銀 行 123,384千円 

 
(注)株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行は、平成30年４月１日付で株式会社三菱ＵＦＪ銀行に商号変更しており

ます。 
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２．会社の株式に関する事項 

（1）発行可能株式総数 28,400,000株 

（2）発行済株式の総数 9,382,943株 

（3）当事業年度末の株主数 2,479名 

（4）大株主（上位10名）  

 
株     主     名 持  株  数 持 株 比 率 

三 菱 商 事 株 式 会 社 511,100株 5.58％ 

株 式 会 社 八 十 二 銀 行 452,600株 4.94％ 

木 下 博 隆 279,488株 3.05％ 

赤  羽  源 一 郎 279,170株 3.05％ 

国 分 西 日 本 株 式 会 社 274,428株 3.00％ 

藤 徳 物 産 株 式 会 社 274,428株 3.00％ 

佐 々 木  寛  雄 261,402株 2.85％ 

株 式 会 社 大 乾 224,428株 2.45％ 

株 式 会 社 日 阪 製 作 所 213,000株 2.32％ 

熊 谷 政 敏 190,528株 2.08％ 

 
 (注)当社は、自己株式235,790株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。 

また、持株比率は自己株式を控除して計算しております。 
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３．会社役員に関する事項 
（1）取締役及び監査役の状況（平成30年３月31日現在） 
 

地   位 氏   名 担当及び重要な兼職の状況 

代表取締役社長 木 下 博 隆 執行役員 

取 締 役 蒲 田 充 浩 
執行役員経営企画部長 
青島旭松康大食品有限公司董事長 
旭松フレッシュシステム株式会社取締役 

取 締 役 村 沢 久 司 
執行役員品質保証部長、研究開発統括部長、
研究所長 
新鮮納豆株式会社取締役 

取 締 役 藤 森 明 仁  

取 締 役 田  中  健 一 郎 
東亜ディーケーケー株式会社社外取締役 
新日本無線株式会社社外取締役 

常 勤 監 査 役 佐 々 木  寛  雄 旭松フレッシュシステム株式会社監査役 

監 査 役 伊 坪  眞 
伊坪税務会計事務所所長 
アザール株式会社代表取締役 
株式会社リーガルトラスト代表取締役 

監 査 役 狩 野 拓 一 トモシアホールディングス株式会社取締役 

(注) 1.取締役 藤森明仁氏及び田中健一郎氏は、社外取締役であり、株式会社東京証券取引所に独立役員と

して届け出ております。 

2.監査役 伊坪眞氏及び狩野拓一氏は、社外監査役であり、伊坪眞氏は株式会社東京証券取引所に独立

役員として届け出ております。 

3.監査役 伊坪眞氏は税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するもの

であります。 

4.社外取締役、社外監査役が兼職している他の法人等と当社の間には、重要な関係はありません。 

5.責任限定契約の内容の概要 

当社と各社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1項の

損害賠償責任を限定する契約を締結しております。 

当社の社外取締役及び社外監査役は、会社法第423条第1項の責任につき、同法第425条第1項に規定す

る 低責任限度額をもって、損害賠償責任の限度としております。 

6.取締役を兼務しない執行役員は次のとおりです。 

役  名 氏   名 職    名 

執 行 役 員 足 立   恵 経営管理部長 

執 行 役 員 熊 谷 正 樹 ＣＳ推進部長 

執 行 役 員 竹 光 邦 之 経営企画部副部長 

執 行 役 員 牧 野 太 郎 営業統括部長 

執 行 役 員 平 澤 公 夫 生産統括部長兼天竜工場長 

執 行 役 員 森 脇 賢 治 技術開発部長 
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（2）事業年度中の取締役及び監査役の異動 
①退任 
 該当事項はありません。 
②当事業年度中の取締役の地位・担当等の異動 
 該当事項はありません。 

 

（3）取締役、監査役ごとの報酬等の総額 
 

区  分 人  数 報 酬 等 の 額 摘     要 

取 締 役 ５名 56,400千円 うち社外取締役２名7,200千円 

監 査 役 ３名 15,600千円 うち社外監査役２名7,200千円 

計 ８名 72,000千円  

 
(注)取締役及び監査役の報酬限度額は、昭和63年７月26日開催の臨時株主総会において、取締役は年額200百

万円以内、平成７年６月29日開催の第45回定時株主総会において、監査役は年額30百万円以内と決議され

ております。 

 

（4）各社外役員の主な活動状況 
 

区  分 氏  名 主な活動状況 

 

取締役 

 

藤 森 明 仁 

当事業年度開催の取締役会12回全てに出席し、社外の立場

から適宜発言するとともに金融界、事業会社での経験を踏

まえ、事業戦略や経営全般に関する助言、提言を行ってお

ります。 

  

田  中 健一郎 

当事業年度開催の取締役会12回全てに出席し、社外の立場

から適宜発言するとともに弁護士の専門的見地から当社の

コンプライアンス体制の構築･維持、他の社外役員経験を踏

まえ、経営についての助言、提言を行っております。 

 

監査役 

 

伊 坪  眞 

当事業年度開催の取締役会12回、監査役会12回全てに出席

し、社外の立場から適宜発言するとともに税理士の専門的

見地から当社の財務・経理を主とした会計処理などに関す

る指摘、提言を行っております。 

  

狩 野 拓 一 

当事業年度開催の取締役会12回のうち11回、監査役会12回

のうち11回出席し、社外の立場から適宜質問するとともに

商社での経験を踏まえ事業戦略、事業運営、調達、販売に

関する指摘、提言を行っております。 
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４． 会計監査人の状況 

（1）当社の会計監査人の名称 

有限責任監査法人トーマツ 

 

（2）当社会計監査人の報酬等の額 
 

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 26,500千円 

当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 26,500千円 

 
(注) 1.会計監査人の報酬等について監査役会が同意した理由 

監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、監査計画

における監査時間及び監査報酬の推移並びに過年度の監査計画と実績の状況を確認し、報酬額の見積の

妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。 

2.会計監査人との監査契約において、｢会社法」上の会計監査人に対する報酬等の額と「金融商品取引法｣ 

上の監査に対する報酬等の額等を明確に区分しておらず、かつ、実質的に区分できませんので、報酬等

の額にはこれらの合計額を記載しております。 

 

（3）子会社の会計監査人の状況 
 

子 会 社 の 名 称 会 計 監 査 人 の 名 称 

青島旭松康大食品有限公司 青島子平曾計師事務所 

 

（4）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針 

監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認

められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この

場合、監査役会が選定した監査役は、解任後 初に招集される株主総会におきまし

て、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。 

また、上記の場合の他、会計監査人の職務遂行の状況、監査の品質等を総合的に

勘案して、監査役会は会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定し、

取締役会は当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提案いたします。 

 

５．会社の体制及び方針 

(1)業務の適正を確保するための体制 

当社は、会社法及び会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための体制｣ 

について取締役会において決議しております。その概要は以下のとおりであります。 

①取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

取締役・使用人の職務が法令及び定款に適合することを確保するため、取締役及び

執行役員は旭松グループにおける企業倫理の確立、法令、定款、社内規程の遵守を

目的に制定した「旭松グループ行動基準」を率先垂範するとともに、その周知徹底
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をはかり、これらの違反が判明した場合には、その原因を究明したうえで、再発防

止策を策定し、実行する。 

当社はコンプライアンス全体を統括する組織として、代表取締役社長を委員長とし

た ｢コンプライアンス委員会｣を設置する。コンプライアンスの推進については、取

締役・使用人がそれぞれの立場で自らの問題として業務運営にあたる。また、相

談・通報体制を設け、社内においてコンプライアンス違反行為が行われようとして

いることに気づいたときは、コンプライアンス委員長に通報（匿名も可、通報者保

護）をしなければならないと定める。 

 

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

取締役の職務の執行に係る情報・文書の取扱いは、法令及び社内規程に従い適正

に行う。特に内部情報管理については、一般の情報管理規程とは別に定め、管理を

強化している。 

 

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

当社のリスク管理としては、全社のリスク評価をコンプライアンス委員会により

行う旨設定しており、重要なリスク評価については取締役会への報告を行う。また、

特に製品の品質リスクについては、食品安全マネジメント規格である「ＦＳＳＣ２

２０００」の全社での認証を取得しており、全社品質安全推進委員会を設置しリス

ク回避に努める。万一食品事故が発生した場合は、代表取締役社長を本部長とした

「食品事故緊急対策本部」を設置し、統括して危機管理にあたるものとする。さら

に大規模災害や新型インフルエンザ等の発生による業務継続の危機管理に対応する

ためＢＣＰ（事業継続計画）を策定している。 

 
④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

当社は、定例の取締役会、監査役会を毎月開催し、重要事項の決定及び取締役の業

務執行状況の監督等を行う。取締役会の機能をより強化し経営効率を向上させるため、

全執行役員が出席する経営会議を毎月開催する。経営会議は、取締役会の監視のもと

業務執行に関する基本的事項等（ただし、取締役会専決事項を除く）にかかる意思決

定を機動的に行うとともに、中期経営計画及び各年度方針・予算を立案し、全社的な

目標の設定と達成に向け具体策を立案し、業務部門の実行状況の監督を行う。 
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⑤当社企業グループにおける業務の適正を確保するための体制 

当社企業グループでは当社同様の内部統制システムを推進する。また、経営企画部

長が関連会社担当として、その任にあたる。また、関連会社の役員には当社役員を任

命させる。なお、関連会社の経営については、その自主性を尊重しつつ、当社経営会

議に定期的に出席し事業内容の報告を求め、重要案件については事前協議を行う。当

社監査部門はグループ企業の業務の適正性に関する監査支援を定期的に行う。 

 

⑥監査役の職務を補助すべき使用人 

現在、監査役の職務を補助すべき専任の使用人はいないが、監査役会は定期的に

代表取締役と意見交換を行っており、必要に応じ対応を行う。なお、専任の使用人が

設置された場合は、その人事考課、異動、懲戒等は監査役会の承認を要するものとす

る。 

 

⑦監査役への報告体制及びその他監査役の監査が実効的に行われることを確保するた

めの体制 

取締役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを発見したと

きは、法令に従い、直ちに監査役に報告する。 

また、常勤監査役は、取締役会のほか、重要な意思決定の過程及び業務の執行状

況を把握するため、重要な会議に出席するとともに、主要な稟議書その他業務執行

に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役又は使用人にその説明を求める

ものとする。なお、監査役は、会社の会計監査人である有限責任監査法人トーマツ

から会計監査内容について説明を受けるとともに、情報交換を行うなど連携を図っ

ていく。 

 

⑧反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方とその整備状況 

当社は、社会の秩序や健全な企業活動に脅威を与える反社会的勢力及び団体とは

関係を一切持たない。このような反社会的勢力による不当要求に対しては、組織的

に毅然と対応する。また、「旭松グループ行動基準」において法令を遵守し、健全

な企業活動を行うことを定め、役員及び従業員に周知徹底していく。 

 

(2)業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要 

当社では、上記に掲げた業務の適正を確保するための体制を整備しておりますが、
当事業年度(平成29年４月１日から平成30年３月31日まで)において、その基本方針
に基づき以下の具体的な取り組みを行っております。 

 
①主要な会議の開催状況として、取締役会は12回、監査役会は12回、経営会議は12回、
コンプライアンス委員会は４回開催いたしました。 
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②監査役は監査役会で定めた監査方針に基づき監査を行うとともに、当社代表取締役
との定期会合、その他取締役との意見交換、内部監査部門、会計監査人との意見交
換会を実施し連携を図っております。 
 

③監査室は内部監査計画に基づき、当社及び子会社の業務執行の監査、内部統制監査
を行い、更に各監査に併せ内部統制基礎教育について適宜実施いたしました。 
 

(3)株式会社の支配に関する基本方針 
当社は現時点において、当該「基本方針」及び「買収防衛策」につきましては、

特に定めておりません。 
なお、敵対的買収につきましては、それに応じるか否かは株主の皆様の共同利益

に照らして慎重に判断すべきものと考えております。現時点では、防衛策は導入し
ておりませんが、今後も継続的に検討を行ってまいります。 

 
(4)親会社との取引に関する事項 

該当事項はありません。 
 

(5)特定完全子会社に関する事項 
該当事項はありません。 
 

(6)剰余金の配当等の決定に関する方針 
当社は株主各位に対する利益還元を重要課題と位置づけており、業績に裏付けら

れた成果の配分を安定的に行うことを基本方針としています。 
この方針のもと、当期の配当金は、前期と同額の５円とさせていただきたく、本総
会に上程しております。また、内部留保資金につきましては、厳しい経営環境に対
応するための将来投資に有効活用していきたいと考えております。 
 なお、当社は、剰余金配当の 終決定は、株主の皆様の意見を反映できるよう株
主総会で決定することとしております。 
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連結貸借対照表 

(平成30年３月31日現在) 
(単位：千円) 

科    目 金   額  科    目 金   額 

(資 産 の 部) 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受取手形及び売掛金 

た な 卸 資 産 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有形固定資産 

建 物 及 び 構 築 物 

機械装置及び運搬具 

土 地 

リ ー ス 資 産 

建 設 仮 勘 定 

そ の 他 

無形固定資産 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 

4,927,866 

2,368,595 

1,497,601 

842,504 

113,874 

111,039 

△5,749 

5,010,505 

4,216,595 

1,212,056 

901,479 

1,697,178 

98,642 

239,820 

67,417 

195,580 

598,329 

540,506 

1,576 

60,937 

△4,691 

 

 
(負 債 の 部) 

流 動 負 債 

支払手形及び買掛金 

短 期 借 入 金 

リ ー ス 債 務 

未 払 金 

未 払 法 人 税 等 

賞 与 引 当 金 

設 備 関 係 支 払 手 形 

そ の 他 

固 定 負 債 

長 期 借 入 金 

リ ー ス 債 務 

長 期 未 払 金 

繰 延 税 金 負 債 

資 産 除 去 債 務 

そ の 他 

 

2,050,984 

516,812 

427,724 

38,278 

703,991 

14,250 

48,490 

119,141 

182,296 

1,085,559 

709,310 

82,976 

151,823 

87,340 

47,759 

6,350 

負 債 合 計 3,136,544 
 

(純 資 産 の 部) 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

自 己 株 式 

その他の包括利益累計額 

その他有価証券評価差額金 

為 替 換 算 調 整 勘 定 

非支配株主持分 

 
 

6,681,028 

1,617,844 

1,632,423 

3,561,633 

△130,873 

72,550 

△18,760 

91,310 

48,248 

純 資 産 合 計 6,801,827 

資 産 合 計 9,938,371  負 債 ・ 純 資 産 合 計 9,938,371 
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連結損益計算書 

 （
平成29年４月１日から 

平成30年３月31日まで ） (単位：千円) 
 

科         目 金         額 

売 上 高  8,288,699 

売 上 原 価  5,863,362 

売 上 総 利 益  2,425,336 

販売費及び一般管理費  2,270,631 

営 業 利 益  154,704 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 及 び 配 当 金 

受 取 技 術 料 

5,474 

10,827 
 

補 助 金 収 入 8,960  

そ の 他 15,588 40,850 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 6,272  

為 替 差 損 1,549  

そ の 他 645 8,468 

経 常 利 益  187,087 

特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益 

移 転 補 償 金 

2,209 

20,000 

 

22,209 

特 別 損 失   

固 定 資 産 売 却 損 2,930  

固 定 資 産 除 却 損 26,007  

退 職 給 付 制 度 移 行 損 失 86,448  

出 資 金 評 価 損 3,488 118,874 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  90,421 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 20,947  

法 人 税 等 調 整 額 △15,056 5,891 

当 期 純 利 益  84,530 

非支配株主に帰属する当期純利益  1,312 

親会社株主に帰属する当期純利益  83,218 
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連結株主資本等変動計算書 

 （
平成29年４月１日から 

平成30年３月31日まで ） (単位：千円)
 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当 期 首 残 高 1,617,844 1,632,423 3,524,155 △130,578 6,643,845 

当 期 変 動 額      

剰 余 金 の 配 当   △45,739  △45,739 

親会社株主に帰属 
する当期純利益 

  83,218  83,218 

自己株式の取得    △295 △295 

株主資本以外の項目の 
当期 変動 額 (純額 ) 

    － 

当 期 変 動 額 合 計 － － 37,478 △295 37,183 

当 期 末 残 高 1,617,844 1,632,423 3,561,633 △130,873 6,681,028 

 

 

その他の包括利益累計額 

非支配 
株主持分 

純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延 
ヘッジ 
損益 

為替換算 
調整勘定 

退職給付に 
係る調整 
累計額 

その他の 
包括利益 
累計額合計 

当 期 首 残 高 22,408 △92 78,924 △310,796 △209,556 45,559 6,479,847 

当 期 変 動 額        

剰 余 金 の 配 当     －  △45,739 

親会社株主に帰属 
する当期純利益 

    －  83,218 

自己株式の取得     －  △295 

株主資本以外の項目の 
当期 変動 額 (純額 ) 

△41,168 92 12,386 310,796 282,107 2,688 284,795 

当 期 変 動 額 合 計 △41,168 92 12,386 310,796 282,107 2,688 321,979 

当 期 末 残 高 △18,760 － 91,310 － 72,550 48,248 6,801,827 
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連結注記表 
（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等） 

 
１．連結の範囲に関する事項 
  (1)連結子会社の状況 
    連結子会社の数 ３社 
    主要な連結子会社の名称 旭松フレッシュシステム株式会社 

青島旭松康大食品有限公司 
青島旭松康大進出口有限公司 

 
２．持分法の適用に関する事項 

(1)持分法を適用した非連結子会社又は関連会社の数及び主要な会社等の名称 
該当事項はありません。 

(2)持分法を適用しない非連結子会社又は関連会社の名称等 
    該当事項はありません。 
     なお、当連結会計年度において、持分法非適用関連会社であった新鮮納豆㈱は、

同社の第三者割当増資により、当社の持分比率が低下したため、関連会社ではな
くなりました。 

 
３．会計方針に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 
  ①有価証券の評価基準及び評価方法 
    その他有価証券  
    市場価格のあるもの…… 決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定） 

    市場価格のないもの…… 移動平均法による原価法 
②デリバティブの評価基準及び評価方法 
  時価法 
③たな卸資産の評価基準及び評価方法 

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 
    ⅰ製品、商品、仕掛品…… 総平均法 
    ⅱ原 材 料……………… 移動平均法 
    ⅲ貯 蔵 品……………… 終仕入原価法 
  (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

 ①有形固定資産 
ⅰリース資産以外の有形固定資産 
定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降取得した建物(建物附

属設備を除く)については、定額法によっております。なお、主な耐用年数は以下
のとおりであります。 

建物及び構築物  ：２年～50年 
機械装置及び運搬具：２年～15年 
その他      ：２年～20年 

ⅱリース資産 
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産  
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。 
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所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

②無形固定資産 
ⅰリース資産以外の無形固定資産 
ソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法

を、その他無形固定資産については、定額法によっております。 
(3)重要な引当金の計上基準 

    ①貸倒引当金 
      売上債権、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。 

    ②賞与引当金 
      従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。 

(4)その他連結計算書類の作成のための重要な事項 
①連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、青島旭松康大食品有限公司及び青島旭松康大進出口有限公司
の決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成に当たっては、同決算日現在
の計算書類を使用しております。ただし、連結決算日までの期間に発生した重要な
取引については、連結上必要な調整を行っております。 
②退職給付に係る会計処理の方法 
 ⅰ退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間
に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。 

    ⅱ数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10
年)による定額法により費用処理しております。 
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(10年)による定額法により按分した額を、それぞれ発生
の翌連結会計年度から費用処理することとしております。 
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の

上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の「退職給付に係る調整累計
額」に計上しております。 

（追加情報） 
   当社は、平成30年１月１日に確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を確定拠

出年金制度へ全面移行したことにより、「退職給付制度間の移行等に関する会計処
理」（企業会計基準適用指針第１号平成28年12月16日改正）、「退職給付制度間の
移行等の会計処理に関する実務上の取り扱い」（実務対応報告第２号平成19年２月
７日改正）を適用しております。これに伴い、当連結会計年度において「退職給付
制度移行損失」として特別損失に86,448千円を計上しております。 
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③外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 
外貨建金銭債権債務は、連結会計年度末の為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。 
なお、在外子会社の資産及び負債は、決算日の為替相場により円貨に換算し、収

益及び費用は期中平均為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部の「為
替換算調整勘定」及び「非支配株主持分」に含めております。 
④消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
⑤重要なヘッジ会計の方法 

ⅰヘッジ会計の方法 
主として繰延ヘッジ処理によっております。 

ⅱヘッジ手段とヘッジ対象 
(ヘッジ手段) 為替予約及び外貨預金 
(ヘッジ対象) 外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引 

ⅲヘッジ方針 
デリバティブ取引に関する内規に基づき、外貨建金銭債権債務等に伴うキャッ
シュ・フローを固定させる目的で為替予約等を行っております。 

ⅳ有効性の評価方法 
為替予約等については、ヘッジの有効性が高いと認められるため、有効性の評

価については省略しております。 
 

（連結貸借対照表に関する注記） 
 

１．有形固定資産の減価償却累計額…… 10,204,099千円
 

２．担保に供している資産及び担保に係る債務 
(1)担保に供している資産 

 建物及び構築物 268,922 千円 
 土    地 1,083,152  
   計 1,352,074  

(2)担保に係る債務 
 短期借入金 339,984 千円 
 長期借入金 620,906  
   計 960,890  
    

 
３．たな卸資産 
 商品及び製品 288,497千円 
 仕掛品 247,369 
 原材料及び貯蔵品 306,637 
   計 842,504
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記） 
 

１．当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数 
   普通株式…………………… 9,382,943株 

 
２．当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 
１株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 

平成29年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 45,739千円 5.00円 
平成29年 
 ３月31日 

平成29年 
 ６月29日 

 
３．当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

平成30年６月28日開催予定の定時株主総会において、次のとおり付議する予定であ
ります。 

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 
１株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 

平成30年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 45,735千円 5.00円 
平成30年 
 ３月31日 

平成30年 
 ６月29日 

 
（金融商品に関する注記） 

 
１．金融商品の状況に関する事項 

当社グループの資金運用は安全性の高い金融資産を基本とし、資金調達は設備投資
計画に基づく資金計画により必要な資金を主に銀行借入により行っております。また、
一時的な運転資金についても銀行借入により行っております。 

受取手形及び売掛金はリスク軽減のため信用力の高い商社との取引や、取引信用保
険などを活用しております。 

投資有価証券は主に取引先企業との業務に関連する株式であり、定期的に時価の把
握を行っております。 

支払手形及び買掛金はすべて１年以内の支払期日であります。 
短期借入金は主に運転資金の確保を目的としており、長期借入金及びリース債務は

設備投資資金の調達を目的としております。 
 
２．金融商品の時価等に関する事項 

平成30年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について
は、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるも
のは、次表には含めておりません。((注)2.をご参照ください。） 
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（単位：千円） 

 
連結貸借対照表 

計上額(*) 
時価(*) 差額 

(1)現金及び預金 2,368,595 2,368,595 － 

(2)受取手形及び売掛金 1,497,601 1,497,601 － 

(3)投資有価証券    

その他有価証券 445,794 445,794 － 

(4)支払手形及び買掛金 ( 516,812) ( 516,812) － 

(5)短期借入金（１年内返済長期借入金含む） ( 427,724) ( 431,246) 3,522 

(6)未払金 ( 703,991) ( 703,991) － 

(7)未払法人税等 ( 14,250) ( 14,250) － 

(8)設備関係支払手形 ( 119,141) ( 119,141) － 

(9)長期借入金 ( 709,310) ( 705,632) △3,677 

(*) 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。  
(注)1. 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項 

(1)現金及び預金、及び(2)受取手形及び売掛金 
これらは短期間に決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該
帳簿価額によっております。 

(3)投資有価証券 
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

(4)支払手形及び買掛金､(5)短期借入金､(6)未払金､(7)未払法人税等及び(8)設備関係
支払手形 
これらは短期間に決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該
帳簿価額によっております。ただし、(5) 短期借入金のうち１年以内返済予定の長
期借入金の時価については元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定
される利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

(9)長期借入金 
長期借入金の時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に
想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。 
 

(注)2. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 
（単位：千円） 

区分 連結貸借対照表計上額 
非上場株式 84,712 

これらについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積るに
は過大なコストを要すると見込まれます。したがって、時価を把握することが極め
て困難と認められるものであるため、「(3)投資有価証券」には含めておりません。 

 
（賃貸等不動産に関する注記） 
 

 
賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。 
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（１株当たり情報に関する注記） 
 

 
 １株当たり純資産額………………………………… 738円 33銭
 １株当たり当期純利益……………………………… 9円 10銭

 
（重要な後発事象に関する注記） 
 

 
該当事項はありません。 

 
（その他の注記） 
 

該当事項はありません。 
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貸 借 対 照 表 

(平成30年３月31日現在) 
(単位：千円) 

科    目 金   額  科    目 金   額 
 

(資 産 の 部) 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

商 品 及 び 製 品 

仕 掛 品 

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 

前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 

固 定 資 産 

有形固定資産 

建 物 

構 築 物 

機 械 装 置 

車 両 運 搬 具 

工 具 器 具 備 品 

土 地 

リ ー ス 資 産 

建 設 仮 勘 定 

 

無形固定資産 

ソ フ ト ウ ェ ア 

そ の 他 

 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

出 資 金 

関 係 会 社 出 資 金 

長 期 前 払 費 用 

敷 金 

そ の 他 

 
 

4,498,429 

2,077,421 

7,417 

1,394,086 

282,773 

238,587 

286,569 

16,263 

109,473 

86,067 

△231 

 

4,992,819 

3,862,263 

823,270 

175,180 

802,945 

11,548 

61,054 

1,697,178 

63,689 

227,394 

 

166,030 

144,748 

21,281 

 

964,526 

540,506 

50,000 

4,419 

318,084 

4,501 

20,864 

26,149 

 

 
(負 債 の 部) 

流 動 負 債 
支 払 手 形 
買 掛 金 
１ 年 内 返 済 予 定 の 
長 期 借 入 金 
リ ー ス 債 務 
未 払 金 
未 払 費 用 
未 払 法 人 税 等 
未 払 消 費 税 等 
預 り 金 
賞 与 引 当 金 
設 備 関 係 支 払 手 形 
そ の 他 

固 定 負 債 
長 期 借 入 金 
リ ー ス 債 務 
長 期 未 払 金 
長 期 預 り 金 
繰 延 税 金 負 債 
資 産 除 去 債 務 

 
 

1,927,640 
40,432 
381,781 

 
389,964 
16,089 
775,160 
98,739 
13,428 
26,150 
23,513 
41,899 
119,141 
1,340 

1,040,660 
694,310 
53,077 
151,823 
6,350 
87,340 
47,759 

負 債 合 計 2,968,300 
 

(純 資 産 の 部) 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 

そ の 他 利 益 剰 余 金 

買換資産圧縮積立金 

別 途 積 立 金 

繰 越 利 益 剰 余 金 

自 己 株 式 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

 
 

6,541,709 

1,617,844 

1,632,423 

1,632,423 

3,422,314 

155,900 

3,266,414 

191,252 

2,750,000 

325,161 

△130,873 

△18,760 

△18,760 

純 資 産 合 計 6,522,948 

資 産 合 計 9,491,249  負 債 ・ 純 資 産 合 計 9,491,249 
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損 益 計 算 書 

 （
平成29年４月１日から 

平成30年３月31日まで ） (単位：千円) 
 

科         目 金         額 

売 上 高  7,789,871 

売 上 原 価  5,486,714 

売 上 総 利 益  2,303,156 

販売費及び一般管理費  2,183,462 

営 業 利 益  119,694 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,849  

受 取 賃 貸 料 10,712  

受 取 保 険 金 124  

受 取 技 術 料 10,827  

補 助 金 収 入 8,960  

そ の 他 14,339 46,813 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 5,499  

そ の 他 1,342 6,842 

経 常 利 益  159,666 

特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益 

移 転 補 償 金 

1,222 

20,000 

 

21,222 

特 別 損 失   

固 定 資 産 売 却 損 2,930  

固 定 資 産 除 却 損 26,007  

退 職 給 付 制 度 移 行 損 失 86,448  

出 資 金 評 価 損 3,488 118,874 

税 引 前 当 期 純 利 益  62,013 

法人税、住民税及び事業税 13,483  

法 人 税 等 調 整 額 △15,741 △2,257 

当 期 純 利 益 64,271 
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株主資本等変動計算書 

 （
平成29年４月１日から 

平成30年３月31日まで ） (単位：千円)
 

 

株主資本 

資本金 

資本 
剰余金 

利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合計 資本 

準備金 
利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益 
剰余金 
合計 

買換資産 
圧縮 
積立金 

別途 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

当 期 首 残 高 1,617,844 1,632,423 155,900 191,252 2,750,000 306,629 3,403,782 △130,578 6,523,472 

当 期 変 動 額          

剰 余 金 の 配 当   △45,739 △45,739  △45,739 

当 期 純 利 益   64,271 64,271  64,271 

自 己 株 式 の 取 得    － △295 △295 

株主資本以外の項目の 
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 

   －  － 

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － 18,532 18,532 △295 18,236 

当 期 末 残 高 1,617,844 1,632,423 155,900 191,252 2,750,000 325,161 3,422,314 △130,873 6,541,709 

 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ損益 
評価・換算差額等 

合計 

当 期 首 残 高 22,408 △92 22,315 6,545,787 

当 期 変 動 額 

剰 余 金 の 配 当 － △45,739 

当 期 純 利 益 － 64,271 

自 己 株 式 の 取 得 － △295 

株主資本以外の項目の 
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 

△41,168 92 △41,075 △41,075 

当 期 変 動 額 合 計 △41,168 92 △41,075 △22,838 

当 期 末 残 高 △18,760 － △18,760 6,522,948 
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個別注記表 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 
 

１．資産の評価基準及び評価方法 

（1）有価証券の評価基準及び評価方法 

    子会社株式 …………… 移動平均法による原価法 

    その他有価証券  

    市場価格のあるもの… 期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定） 

    市場価格のないもの… 移動平均法による原価法 

（2）デリバティブの評価基準及び評価方法 

時価法 

（3）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 

①製品、商品、仕掛品… 総平均法 

②原 材 料…………… 移動平均法 

③貯 蔵 品…………… 終仕入原価法 
 
２．固定資産の減価償却の方法 
（1）有形固定資産 

①リース資産以外の有形固定資産 
定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降取得した建物(建物附

属設備を除く)については、定額法によっております。なお、主な耐用年数は以下
のとおりであります。 

建物     ：２年～50年 
構築物    ：２年～50年 
機械装置   ：２年～10年 

②リース資産 
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産  

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しておりま
す。  
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 
（2）無形固定資産 

①リース資産以外の無形固定資産 
ソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を、

その他無形固定資産については、定額法によっております。 
（3）長期前払費用 

   均等償却をしております。 
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３．引当金の計上方法 

(1)貸倒引当金 
売上債権、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上しております。 

(2)賞与引当金 
従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。 

(3)退職給付引当金 
  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産
の見込額に基づき計上しております。 

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数(10年)による定額法により按分した額を、費用処理することとしております。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属さ
せる方法については、給付算定式基準によっております。 

数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（10年) による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費
用処理することとしております。 
 (追加情報) 

当社は、平成30年１月１日に確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を確定拠出
年金制度へ全面移行したことにより、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」
（企業会計基準適用指針第１号平成28年12月16日改正）、「退職給付制度間の移行等
の会計処理に関する実務上の取り扱い」（実務対応報告第２号平成19年２月７日改
正）を適用しております。これに伴い、当事業年度において「退職給付制度移行損
失」として特別損失に86,448千円を計上しております。 

 
４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

  (1)外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

      外貨建金銭債権債務は、事業年度末の為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。 

  (2)消費税等の会計処理 

      税抜方式によっております。 

  (3) 重要なヘッジ会計の方法 

ⅰヘッジ会計の方法 

         主として繰延ヘッジ処理によっております。 

ⅱヘッジ手段とヘッジ対象 

         (ヘッジ手段) 為替予約及び外貨預金 

(ヘッジ対象) 外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引 

ⅲヘッジ方針 

デリバティブ取引に関する内規に基づき、外貨建金銭債権債務等に伴うキャッシ

ュ・フローを固定させる目的で為替予約等を行っております。 
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ⅳ有効性の評価方法 

  為替予約等については、ヘッジの有効性が高いと認められるため、有効性の評価

については省略しております。 

  
  
（貸借対照表に関する注記） 
 
１．有形固定資産の減価償却累計額…… 9,653,923千円 
 
２．担保に供している資産及び担保に係る債務 
（1）担保に供している資産 
 建   物 268,922千円 
 土   地 1,083,152  

   計 1,352,074  
（2）担保に係る債務 
 １年内返済予定の長期借入金 339,984千円 
 長期借入金 620,906  

   計     960,890  
３．保証債務 
  子会社の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っております。 
 旭松フレッシュシステム株式会社 22,760千円 
 青島旭松康大食品有限公司 30,000  

   計 52,760  

４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

  短期金銭債権…………………………… 799千円 

  短期金銭債務……………………………  84,235千円 

 

（損益計算書に関する注記） 
 

１．関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

   売上高……………………………… 5,922千円 
   仕入高等…………………………… 344,388千円 
   販売運賃及び保管料……………… 729,923千円 
  営業取引以外の取引高……………… 12,825千円 
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（株主資本等変動計算書に関する注記） 
 

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 
  普通株式……………………… 235,790株

 
（税効果会計に関する注記） 

 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
（1）繰延税金資産 
 未払事業税等 3,605千円 
 賞与引当金等 14,690  
 値引等見積計上による未払金 13,908  
 確定拠出年金制度移行による未払金 122,360  
 減価償却超過額 14,154  
 繰越欠損金 1,223,187  
 投資有価証券評価損  4,899  
 ゴルフ会員権評価損 3,219  
 資産除去債務 14,651  
 減損損失 192,755  
 その他 17,075  
 繰延税金資産小計 1,624,508  
 評価性引当額 △1,497,021  
 繰延税金資産の合計 127,486  
 
（2）繰延税金負債 
 資産除去債務 906千円 
 買換資産圧縮積立金 83,931  
 その他有価証券評価差額金 20,515  
 繰延税金負債合計 105,353  

 
 

（3）繰延税金資産の純額………………… 22,133千円 
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因 
法定実効税率 30.7％ 
（調整）  
交際費等永久に損金に算入されない項目  7.8 
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.0 
住民税均等割 20.4 
評価性引当額 △67.5 
税率変更による影響額 1.3 
修正申告による影響額 3.4 
その他 1.3 
税効果会計適用後の法人税等の負担率 △3.6 
  

（関連当事者との取引に関する注記） 
 
 

子会社及び関連会社等 (単位：千円)
 

属性 会社等の名称 
議決権等の 
所有割合 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

子会社 
旭松フレッシュ
システム 
株式会社 

100％ 
物流業務委託 
役員の兼任２名 

当社製品の輸送・
保管 

729,923 未払金 77,611 

当社保有土地、設
備の賃貸料の受取 

9,960 － － 

(注) 1.取引金額に消費税等は含まれておりません。期末残高には消費税等を含めておりま
す。 

2.取引条件ないし取引条件の決定方針等 
①製品の輸送・保管については、提示された見積りと当社の希望価格を比較検討の

上、交渉により決定しております。 
②土地、設備の賃貸については、近隣の取引実勢や保有に係る経費等を勘案し決定

しております。 
 

（１株当たり情報に関する注記） 
 

 １株当たり純資産額……………… 713円 11銭
 １株当たり当期純利益…………… 7円 03銭

 
（重要な後発事象に関する注記） 
 
  該当事項はありません。 
 

（その他の注記） 

該当事項はありません。 
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本 
 

独立監査人の監査報告書 

平成30年５月８日 
 

旭松食品株式会社 
 取 締 役 会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 
   

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 中 田  明 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 田 中 賢 治 ㊞

 

当監査法人は、会社法第 444 条第 4項の規定に基づき、旭松食品株式会社の平成 29 年 4月 1日から平成 30 年

3月 31 日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変

動計算書及び連結注記表について監査を行った。 

 

連結計算書類に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正

に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行

った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る

ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手

続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて

選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法

人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正

な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経

営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

監査意見 

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、旭松食品株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上 
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会計監査人の監査報告書 謄本 
 

独立監査人の監査報告書 
 

平成30年５月８日 
旭松食品株式会社 
 取 締 役 会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 
 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 中 田  明 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 田 中 賢 治 ㊞

 

当監査法人は、会社法第 436 条第 2 項第 1 号の規定に基づき、旭松食品株式会社の平成 29 年 4 月 1 日から平

成 30 年 3 月 31 日までの第 68 期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計

算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。 

 

計算書類等に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附

属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及

びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含

まれる。 

 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に

対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準

拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどう

かについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施

される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽

表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するた

めのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため

に、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類

及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

監査意見 

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上 
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監査役会の監査報告書 謄本 
 
 

監 査 報 告 書 
 
 

当監査役会は、平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの第６８期事業年

度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の

上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 

 

 

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

(１) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及

び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。 

   (２) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の

分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の

収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。 

①   取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本

社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会

社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必

要に応じて子会社から事業の報告を受けました。 

②   事業報告に記載されている取締役の職務の執行が、法令及び定款に適合すること

を確保するための体制、その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の

適正を確保するために必要なものとして、会社法施行規則第１００条第１項及び第

３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容、及び当該決議に基づき整備

されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築

及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表

明いたしました。 

③  会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及

び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必

要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われ

ることを確保するための体制」（会社計算規則第１３１条各号に掲げる事項）を

「監査に関する品質管理基準」（平成１７年１０月２８日企業会計審議会）等に従

って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。 

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、連結計

算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結

注記表）並びに計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び

個別注記表）、及びその附属明細書について検討いたしました。 
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 ２．監査の結果 

  (１) 事業報告等の監査結果 

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示し

ているものと認めます。 

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な

事実は認められません。 

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、

当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行につい

ても、指摘すべき事項は認められません。 

(２) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認め

ます。 

(３) 連結計算書類の監査結果 

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認め

ます。 

 

 

 

 

平成 30 年５月 11 日 
 

旭松食品株式会社 監査役会 
常勤監査役 佐 々 木 寛 雄㊞ 
社外監査役 伊 坪  眞㊞ 
社外監査役 狩 野 拓 一㊞ 

 
                         

以上                 
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株主総会参考書類 
 

議案及び参考事項 

第１号議案 剰余金処分の件 

剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。 

当社は株主各位に対する利益還元を重要課題と位置づけており、業績に裏付け

られた成果の配分を安定的に行うことを基本方針としています。 

第68期の期末配当金につきましては、前期と同額の１株当たり５円とさせてい

ただきたいと存じます。 

なお、内部留保資金につきましては、更なる業績向上に向け将来への投資へ有

効に活用してまいりたいと存じます。 

 

 

期末配当に関する事項 

１.配当財産の種類 

金銭といたします。 

２.株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額 

当社普通株式１株につき   金５円 

配当総額       45,735,765円 

３.剰余金の配当が効力を生じる日 

平成30年６月29日 

 

 第２号議案 株式併合の件 

１.株式併合の理由 

全国証券取引所は、「売買単位の集約に向けた行動計画」を発表し、平成30年10

月１日までに全ての国内上場会社の普通株式の売買単位を100株に統一することを

目指しております。 

 当社は、東京証券取引所に上場する企業として、この趣旨を尊重し、当社株式の

売買単位を現在の1,000株から100株に変更することといたしました。併せて、当社

株式について、全国証券取引所が望ましいとしている投資単位（５万円以上50万円

未満）の水準にするとともに個人投資家による投資機会の拡大および中長期的な株

価変動等を勘案し、株式併合（５株を１株に併合）を実施するものであります。 
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２.併合の割合 

第３号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決されることを条件として

当社普通株式について５株につき１株の割合で併合いたしたいと存じます。なお、

株式併合の結果、１株に満たない端数が生じた場合には、会社法第235条の定めに基

づき当社が一括して処分し、その処分代金を端数が生じた株主の皆様に対して、端

数の割合に応じて分配いたします。 

 

３.株式併合の効力が生じる日 

平成30年10月１日 

 

４.効力発生日における発行可能株式総数 

568万株 

 

５.その他 

その他手続き上必要な事項につきましては、取締役会にご一任願いたいと存じま

す。 

 

第３号議案 定款一部変更の件 

１.変更の理由 

第２号議案「株式併合の件」が原案どおり承認可決されることを条件として、発

行可能株式総数の適正化を図るため、株式併合の割合（５分の１）に応じて発行可

能株式総数を2,840万株から568万株に変更するとともに、当社株式の売買単位を

1,000株から100株に変更するものであります。 

なお、本変更につきましては、株式併合の効力発生日である平成30年10月１日を

もって効力を生じる旨の附則を設け、同日をもって本附則を削除するものといたし

ます。 
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２.変更の内容 

変更の内容は、次のとおりであります。 

現行定款 変更案 

（発行可能株式総数） 

第６条  当会社の発行可能株式総数は２,８４０

万株とする。 

 

（単元株式数） 

第８条 当会社の１単元の株式数は、１,０００株

とする。 

 

(新設) 

（発行可能株式総数） 

第６条  当会社の発行可能株式総数は５６８万

株とする。 

 

（単元株式数） 

第８条  当会社の１単元の株式数は１００株とす

る。 

 

附 則 

第６条および第８条の変更は、平成30年10月１

日をもって、当該効力が発生するものとする。な

お、本附則は当該変更の効力が発生した日をも

って削除する。 

 

 
 

以 上 
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Ｍ Ｅ Ｍ Ｏ 
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ご 案 内 
 

本定時株主総会の会場は、下記のとおりでございます。 

 

 

 

長野県飯田市駄科1008番地 

旭松食品株式会社 
本 店（旭ホール) 

ＴＥＬ（0265）26－9031 


